
県が実施する医師派遣事業及び
医師確保計画の策定について
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地域医療人材ネットワーク構築支援事業 平成30年度要求額 71,341千円
（ 一財 46,620千円、地域医療介護総合確保基金 24,721千円 ）

地域医療人材拠点病院による人材育成・診療支援

【対象】
・東京都内勤務
・40～50歳

・内科、外科、救急

医師確保に関する取組の総合的な実施により、若手医師やミドル・シニアドクターを「地域医療人材拠点
病院」へ集約化するとともに、それらの人材を活用した地域の医師不足病院を支援するためのネットワークを構築する。加えて、医学生や研
修医、医師の世代や病院間を超えた、地域での「縦・横」のネットワークを一層強化することによる県内定着率の向上、就業促進を図り、医
師不足・偏在の解消に努める。

事業の目的

医学生・研修医・医師のネットワーク構築支援

ターゲットメール等による情報発信

臨床研修指定病院等合同説明会
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病院等

小規模
病院等

小規模
病院等

拠点病院から小規模
病院への医師派遣等
の診療支援、研修医
等の確保・養成に要
する経費等に対し、
補助

【補助額】
基準額：2,500千円
加算額：
派遣日数や派遣地域
に応じて加算

 拠点病院 ・病床数が概ね400床以上または常勤医師が概ね70名以上
・後期研修医が概ね10名以上

 小規模病院等 ・地域医療を担い、病床数が概ね200床以下で、医師不足が深刻な
中小病院及び診療所

（１）臨床研修医対象
・県内の他、東京、金沢等
で合同説明会の開催
（２）専門研修医対象
・県内で新専門研修プロ
グラム合同説明会の開催

・研修医の育成に取組
む医師による講演
・県内医師による長野県
で勤務する魅力を発表
・自院における取組事例
の発表 等

（(再掲)予算4,321千円）

[予算17,088千円]

[予算1,452千円]

（(再掲)予算 48,480千円）

拠点病院（11病院想定）
拠点病院から小規
模病院への診療支
援を促進

県から拠点病院へ
医師を紹介
（※紹介見込数８名）
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拠点病院に補助
補助内容

病院
勤務医

初期・後期
研修医

医学生

長野県

※ 研修医等を確保する取組により、拠点病院となり得る病院を増やすことが可能

※幅広い診療能力の養成

※住環境や教育環境の良さをPR

「信州首都圏総合活動拠点」と連携
した移住促進

地域医療人材拠点病院支援事業 [予算52,801千円]
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地域医療人材拠点病院一覧

二次
医療圏

病院名 開 設 者 病床数
医師数
（常勤）

後期研修医数 ※ 地域医療
支援病院

臨床研修
指定病院1年目 2年目 3年目 計

佐
久 佐久医療センター

長野県厚生農業協同
組合連合会 450 158 7 5 8 20 ○ ○

諏
訪

諏訪中央病院
諏訪中央病院組合
（茅野諏訪原） 360 99 8 3 6 17 ○

諏訪赤十字病院 日本赤十字社 455 119 0 9 6 15 ○ ○

上
伊
那

伊那中央病院 伊那中央行政組合 394 85 0 2 7 9 ○ ○

飯
伊 飯田市立病院 飯田市 423 109 0 7 4 11 ○ ○

松
本 相澤病院

社会医療法人財団慈
泉会 460 139 5 1 2 8 ○ ○

長
野

長野市民病院
地方独立行政法人
長野市民病院 400 96 2 2 6 10 ○ ○

長野赤十字病院 日本赤十字社 680 179 4 11 11 26 ○ ○

篠ノ井総合病院
長野県厚生農業協同
組合連合会 433 92 1 6 4 11 ○ ○

北
信

長野県厚生農業協同組合連合会
北信総合病院

長野県厚生農業協同
組合連合会 433 92 1 6 4 11 ○

【拠点病院の要件】病床数が概ね400床以上または常勤医師が概ね70名以上
後期研修医が概ね10名以上
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4

医師確保計画について



１．医師少数区域等で勤務した医師を評価する制度の創設【医療法】
医師少数区域等における一定期間の勤務経験を通じた地域医療への知見を有する医師を厚生労働大臣が評価・認定す

る制度の創設や、当該認定を受けた医師を一定の病院の管理者として評価する仕組みの創設
２．都道府県における医師確保対策の実施体制の強化【医療法】

都道府県においてPDCAサイクルに基づく実効的な医師確保対策を進めるための「医師確保計画」の策定、都道府県と

大学、医師会等が必ず連携すること等を目的とした「地域医療対策協議会」の機能強化、効果的な医師の配置調整等の
ための地域医療支援事務の見直し 等

３．医師養成過程を通じた医師確保対策の充実【医師法、医療法】
医師確保計画との整合性の確保の観点から医師養成過程を次のとおり見直し、各過程における医師確保対策を充実
・医学部：都道府県知事から大学に対する地域枠・地元出身入学者枠の設定・拡充の要請権限の創設
・臨床研修：臨床研修病院の指定、研修医の募集定員の設定権限の国から都道府県への移譲
・専門研修：国から日本専門医機構等に対し、必要な研修機会を確保するよう要請する権限の創設

都道府県の意見を聴いた上で、国から日本専門医機構等に対し、地域医療の観点から必要な措置の実施
を意見する仕組みの創設 等

４．地域の外来医療機能の偏在・不足等への対応【医療法】
外来医療機能の偏在・不足等の情報を可視化するため、二次医療圏を基本とする区域ごとに外来医療関係者による協

議の場を設け、夜間救急体制の連携構築など地域における外来医療機関間の機能分化・連携の方針と併せて協議・公表
する仕組みの創設

５．その他【医療法等】
・地域医療構想の達成を図るための、医療機関の開設や増床に係る都道府県知事の権限の追加
・健康保険法等について所要の規定の整備 等

医療法及び医師法の一部を改正する法律（平成30年法律第79号）の概要

地域間の医師偏在の解消等を通じ、地域における医療提供体制を確保するため、都道府県の医療計画における医師の確保に関
する事項の策定、臨床研修病院の指定権限及び研修医定員の決定権限の都道府県への移譲等の措置を講ずる。

改正の趣旨

2019年４月１日。（ただし、２のうち地域医療対策協議会及び地域医療支援事務に係る事項、３のうち専門研修に係る事項並びに
５の事項は公布日、１の事項及び３のうち臨床研修に係る事項は2020年４月１日から施行。）

施行期日

改正の概要
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施行日 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度

主要事項のスケジュール

医療提供体制
・地域医療構想
・第７次医療計画

三師調査結果公表

主な改正内容

新たな医師の認定制度の
創設

H32.4.1施行

医師確保計画の策定 H31.4.1施行

地域医療対策協議会の役
割の明確化等

公布日施行

地域医療支援事務の追加 公布日施行

外来医療機能の可視化／
協議会における方針策定

H31.4.1施行

都道府県知事から大学に
対する地域枠／地元枠増
加の要請

H31.4.1施行

都道府県への臨床研修病
院指定権限付与

H32.4.1施行

国から専門医機構等に対
する医師の研修機会確保
に係る要請／国・都道府
県に対する専門研修に係
る事前協議

公布日施行

新規開設等の許可申請に
対する知事権限の追加

公布日施行

医療法及び医師法の一部を改正する法律の施行スケジュール
公布

第７次医療計画

H31.12公表
（H30年調査）

H33.12公表
（H32年調査）

H35.12公表
（H34年調査）

H37.12公表
（H36年調査）

第８次医療計画

H36.4.1（改正法の施行
日から５年後）を目途
に検討を加える

骨太の方針2017に基づく
見直し時期（※）

※経済・財政再生計画改革工程表 2017改定版（抄） 都道府県の体制・権限の在り方について、地域医療構想調整会議の議論の進捗、2014年の法律改正

で新たに設けた権限の行使状況等を勘案した上で、関係審議会等において検討し、結論。検討の結果に基づいて2020年央までに必要な措置を講ずる。

医師確保について協議する場

医師確保計画に基づく医師偏在対策の実施

事務の追加

医師確保計画
策定作業

地域枠／地元枠の要請の開始

要請／事前協議の開始

指標
策定

計画策定作業 計画に基づく取組の実施

新制度に基づく臨床研修病院・募集定員の指定

認定制度の開始

新たな知事権限の運用開始
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7

その他（調整会議の活性化策）



○ 地域医療構想調整会議の参加者は様々な主体から構成されており、議長は郡市医師会が担っ
ている区域が71％と最も多くを占め、事務局は都道府県（本庁）以外の保健所などが担っている
区域が74％と最も多くを占めている。このため、都道府県が、地域医療構想の達成に向けて医療

機関等の関係者と連携しながら円滑に取り組むためには、参加者や議長や事務局との間で、地
域医療構想の進め方について、正しく認識を共有する機会を定期的に設ける必要がある。

○ 一部の都道府県では、構想区域ごとの地域医療構想調整会議に加えて、都道府県単位の地域
医療構想調整会議を設置するとともに、事務局が医療関係者と十分に意見交換を行った上で、
データ整理を行い、地域の実情にあった論点提示を行うことで、地域医療構想調整会議の活性化
につながっている。このような取組が横展開するように、事務局機能を補完する仕組みを構築する
必要がある。

○ 地域医療構想調整会議の体制の充実・強化に向けて、

① 都道府県単位の地域医療構想調整会議の設置を推奨

② 都道府県主催研修会の開催支援

③ 地元に密着した「地域医療構想アドバイザー」の育成

について具体的に検討を進めてはどうか。

１．地域医療構想調整会議の体制の充実・強化に関する論点
第 1 ３ 回 地 域 医 療 構 想
に 関 す る W G

平 成 ３ ０ 年 ５ 月 １ ６ 日

資料

２
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本県の対応方針

【県単位の調整会議の設置】

◯ 平成30年９月14日に開催した長野県医療審議会において、検討を行い、既
存の医療審議会委員をベースに県単位の調整会議を設置することとした。

◯ 年度内に会議を発足できるよう、内容等について調整中

9

【地域医療構想アドバイザー】

◯ 調整会議の議論の活性化のため、各圏域の実情に応じた論点の提示といった
調整会議の事務局が担うべき機能を補完する観点から、厚生労働省が養成す
るもの

◯ 長野県においては、４名の先生を厚生労働省に推薦し、就任していただいて
いる。

所属

相澤 孝夫 先生 社会医療法人財団慈泉会理事長

井上 憲昭 先生 県病院協議会会長

竹重 王仁 先生 県医師会総務理事

中澤 勇一 先生 信州大学医学部准教授


